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情報公開制度改正 論点整理用個票 

 

検討事項 行政機関等匿名加工情報に係る非開示情報について 

関連 

条文 

改正法 第６０条第３項 

条例 第７条第１項 

概 要 １ 行政機関等匿名加工情報(以下「匿名加工情報」)の定義 

 特定の個人を識別することができないように個人情報を加工

し、当該個人情報を復元できないようにした情報のこと。 

※ 匿名加工情報は個人情報にはあたらない。 

 

２ 匿名加工情報制度について 

 行政機関等は、匿名加工情報の利用に関する提案募集のため、

対象となる個人情報ファイル（※）の内容を公表し、事業者等か

ら提案があった場合については、これを審査の上、匿名加工情報

を提供することになる。 

→官民を超えた積極的なデータの利活用を図ることを目的 

 

なお、匿名加工情報匿名加工情報の利用に関する契約を締結し

た者は、その契約に基づき、条例で定める手数料を支払う必要が

ある。 

 

※個人情報ファイル…行政機関等が保有する個人情報の集合    

体であって、①電子計算機を用いて検索することができるよう

に体系的に構成したもの又は②特定の保有個人情報を容易に検

索することができるよう体系的に構成したもの。１０００人以

上の個人情報ファイルが匿名加工情報の対象となる。 

 

３ 国の情報公開条例改正イメージ 

  国の示す関係条例イメージでは、情報公開条例の改正を行う場

合の条文イメージとして、匿名加工情報に関連した不開示情報の

規定が示されている。 

  なお、個人情報保護委員会からは、「情報公開条例の改正につい

ては、今回の法改正により何らかの改正等を義務づけるといった



- 2 - 
 

ことはなく、各地方公共団体において適切にご判断いただきた

い。」との見解が示されている。 

論 点 行政機関等匿名加工情報に係る非開示情報を追加するか。 

検 討 １ 行政機関情報公開法の規定 

  平成２８年、国において行政機関非識別加工情報（現・行政機

関等匿名加工情報）制度が開始されたことをきっかけとして、当

該情報に関する次の①、②の不開示情報が追加されている。 

 ①匿名加工情報 

 ②①の作成に用いた保有個人情報から削除した記述又は個人識

別符号 

 

２ 匿名加工情報を非開示情報に追加する必要があるか。 

  匿名加工情報は、改正法において提供の仕組みが設けられてお

り他の手続により提供されることがないようにするため、又匿名

加工情報の作成に用いた保有個人情報から削除した記述等若し

くは個人識別符号を不開示情報としているのは、公にすると匿名

加工情報の取扱いに対する国民の信頼を害するおそれがあるた

め、行政機関情報公開法に不開示情報として追加がなされている

ものである。 

  地方公共団体において、匿名加工情報制度に係る規定が適用さ

れることに鑑みて、国と同様の非開示情報を追加する必要がある

ものと考える。 

方向性 ・情報公開法の規定、国が示す条文イメージと同様、匿名加工情報

に関連する非開示情報を追加することが望ましい。 
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情報公開制度改正 論点整理用個票 

 

検討事項 審査会提出資料の写しの交付に係る実費負担規定等について 
 

関

連 

条

文 

改 正

法 

第１０５条第３項、行政不服審査法第７８条 

条例 第２９条 

概 要 １ 個人情報保護審議会について 

  現在、個人情報の開示請求に係る審査請求は、個人情報保護条

例に基づき設置される個人情報保護審議会（以下「審議会」）へ諮

問を行っている。 

改正法では行政不服審査法（以下「行服法」）第８１条第１項又

は２項の機関に諮問することとされており、個人情報保護審議会を

同条第１項の機関として位置づけることで、引き続き同審議会に諮

問を行う予定である。 

 

２ 審議会の調査審議手続について 

個人情報保護審議会には、行服法第８１条第３項の規定により、

準用される調査審議の手続に関する規定が適用されるところ、情報

公開審査会（以下「審査会」）の調査審議の手続と概ね同様である

が、一部、条例に規定がないものがある。 

 

※１ インカメラ文書、ヴォーン・インデックスについては規定な

し（法施行条例で規定） 

※２ 写しの交付に係る費用負担及び減免の規定なし 

審議会 調査審議の手続 審査会 

行服法第７４条 

※1  

審議会（審査会）の調査権

限 

条例第２５条 

同法第７５条 意見の陳述 条例第２６条 

同法第７６条 主張書面等（意見書）の提

出 

条例２８条 

同法第７７条 委員による調査権限 条例２７条 

同法第７８条 提出資料の閲覧等 条例２９条 

※2 

同法第７９条 答申書の送付等 条例３１条 
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論 点  審査会への提出資料の写しの交付に係る実費負担規定等の追加を

行うか。 

検 討 １ 提出資料の閲覧等の規定 

 (1) 審査会 

    条例第２９条第１項において、審査請求人、参加人、諮問実 

施機関は、審査会に対し、提出された意見書若しくは資料の閲 

覧又は写しの交付を求めることができ、審査会は、原則として 

これを拒むことはできないとされている。 

 (2) 審議会 

    行服法第８１条第４項の規定により準用される、同法第７８

条第１項も、条例第２９条第１項と同様の規定ぶりであるとこ

ろ、同条第４項において、写しの交付に係る手数料を条例で定

める旨、また、同条第５項において、手数料の減免の規定を条

例で定める旨が規定されている。 

 

２ 行政不服審査法提出書類複写等手数料条例の規定 

  １(2)について、行政不服審査法提出書類複写等手数料条例が制

定されており、手数料の額及び手数料の減免に関する事項が定め

られており、個人情報保護審議会についても同条例が適用される

こととなる。 

 

 

 

 

交付する写し 金額（用紙１枚につき） 

単色刷り １０円 

多色刷り ３０円 

方向性 情報公開審査会と個人情報保護審議会とで、調査審議の手続に相違 

がある場合、審査請求人に混乱を招くおそれがあり、両手続の整合

を図るためにも、情報公開条例に、審査会への提出資料の写しの交

付に係る負担額の規定並びに減免の規定を追加することが望まし

い。 

 また、写しの交付に係る費用については、審議会における額と同

額が望ましい。 

 



 

 

 

 

参 考 資 料 



○個人情報データベースの構成 

・匿名加工情報は、個人情報データベースから加工して作成される。 

・個人情報データベースには、一般的に住所、氏名、生年月日等が含まれる。 

 

【個人情報データベースイメージ】 

 

 

〇個人情報データベース構成項目の分類 

 ＜識別子＞単体で個人を特定する可能性のある情報 

＜属性＞データが積み重ねられることのない情報で、単体では個人を特定することが

できないものの、他の属性との組み合わせや外部の情報との照合によって、個

人を特定する可能性のある情報 

＜履歴＞個人の行動履歴を蓄積することによりデータが積み重ねられる情報で、一般

に単体では個人を特定することができないものの、他の属性との組み合わせや

外部の情報との照合によって個人を特定する可能性のある情報 

 

【個人情報データベースの分類イメージ】 

 



○匿名加工情報 

・特定の個人を識別できないように加工した情報であって、当該個人情報を復元できな

いようにしたもの。 

 

【匿名加工情報のイメージ】 

 

・特定の個人を識別できる記述等を削除又は置換えにより、復元できないよう加工して 

作成。 

※置換えによる加工も可 

【年収欄】 

450万円    400万円台 

270万円    200万円台 

530万円    500万円台 
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〇〇市情報公開条例（改正例） 

 

 

【匿名加工情報に関連した不開示情報の追加を行う場合】 

（開示義務） 

第〇条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る公文書に次の各

号のいずれかに該当する情報が記録されている場合を除き、開示請求者に対

し、当該公文書を開示しなければならない。 

 一 ・・・ 

 二 ・・・ 

 〇 個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）第六十条第三

項に規定する行政機関等匿名加工情報（同条第四項に規定する行政機関等

匿名加工情報ファイルを構成するものに限る。以下この号において「行政機

関等匿名加工情報」という。）又は行政機関等匿名加工情報の作成に用いた

同条第一項に規定する保有個人情報から削除した同法第二条第一項第一号

に規定する記述等若しくは同条第二項に規定する個人識別符号20 

 

【改正法第 60条第３項第２号ロに定める意見書の提出の機会に関する条文を設

ける場合】 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第〇条 開示請求に係る公文書に市、国、独立行政法人等の保有する情報の公

開に関する法律（平成十三年法律第百四十号）第二条第一項に規定する独立

行政法人等、他の地方公共団体、地方独立行政法人法（平成十五年法律第百

十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人及び開示請求者以外の者

（以下「第三者」という。）に関する情報が記録されているときは、実施機

関は、開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、開示請

求に係る公文書の表示その他実施機関が定める事項を通知して、意見書を提

出する機会を与えることができる。 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、

当該第三者に対し、開示請求に係る公文書の表示その他実施機関が定める事

項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなければならない。

ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

                                                      

20 既に非識別加工情報等を情報公開条例上の不開示情報としている場合にも、文言の改正

が必要となります。 

情報公開条例の改正を行う場合の条文のイメージ 
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一 第三者に関する情報が記録されている公文書を開示しようとする場合で

あって、当該情報が第〇条第〇号〇及び・・に規定する情報21に該当する

と認められるとき。 

二 第三者に関する情報が記録されている公文書を第〇条22の規定により開

示しようとするとき。 

３ 実施機関は、前二項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者

が当該公文書の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合におい

て、開示決定をするときは、開示決定の日と開示を実施する日との間に少な

くとも二週間を置かなければならない。この場合において、実施機関は、開

示決定後直ちに、当該意見書（以下「反対意見書」という。）を提出した第

三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を書面

により通知しなければならない。 

 

【改正法第 60条第３項第２号ロに定める意見書の提出の機会に関する条文を設

けることに伴い、情報公開審査会への諮問義務の例外からの除外事項につい

ての調整規定を設ける場合】 

(審査会への諮問等) 

第〇条 開示決定等又は開示請求に係る不作為に係る審査請求があったとき

は、当該審査請求に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに

該当する場合を除き、遅滞なく〇〇市情報公開審査会に諮問しなければなら

ない。 

 一 審査請求が不適法であり、却下する場合 

 二 裁決で、審査請求に係る開示決定等(開示請求に係る公文書の全部を開示 

する旨の決定を除く。)を取り消し、又は変更し、当該審査請求に係る公文

書の全部を開示することとする場合（当該開示決定等について反対意見書

が提出されているときを除く。） 

 

【情報公開審査会への諮問義務の例外からの除外事項についての調整規定を設

けることに伴い、諮問をした旨の通知義務についての調整規定を設ける場合】 

(諮問をした旨の通知) 

第〇条 第〇条の規定により諮問をした実施機関は、次に掲げる者に対し、諮

問をした旨を通知しなければならない。 

                                                      
21 開示義務の適用除外から「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にするこ

とが必要であると認められる情報」等を除外している場合には、当該条項を追加します。 
22 不開示情報が記録されている公文書を公益上特に必要があると認めるときに開示するこ

とができる旨の規定等がある場合には、当該条項を追加します。 

https://www1.g-reiki.net/city.yokote/reiki_honbun/r206RG00000072.html?id=j19_k1#e000000318
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 一 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第十三条第四項に規定する参加

人をいう。以下同じ。） 

 二 開示請求者（開示請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

三 当該審査請求に係る開示決定等について反対意見書を提出した第三者

(当該第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。)  



〇関係条文（抜粋） 

 

【改正法】 

（定義） 

第六十条第三項 この章において「行政機関等匿名加工情報」とは、…個人情報ファイル 

を構成する保有個人情報の全部又は一部…を加工して得られる匿名加工情報をいう。 

（審査会への諮問） 

第百五条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは 

利用停止請求に係る不作為について審査請求があったときは、当該審査請求に対する裁

決をすべき行政機関の長等は、…情報公開・個人情報保護審査会…に諮問しなければな

らない。 

２ 略 

３  前二項の規定は、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人について準用する。この

場合において、第一項中「情報公開・個人情報保護審査会（審査請求に対する裁決をす

べき行政機関の長等が会計検査院長である場合にあっては、別に法律で定める審査

会）」とあるのは、「行政不服審査法第八十一条第一項又は第二項の機関」と読み替える

ものとする。 

 

【行政機関等情報公開法】 

（行政文書の開示義務） 

第五条一の二 個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）第六十条第

三項に規定する行政機関等匿名加工情報（同条第四項に規定する行政機関等匿名加工

情報ファイルを構成するものに限る。以下この号において「行政機関等匿名加工情

報」という。）又は行政機関等匿名加工情報の作成に用いた同条第一項に規定する保有

個人情報から削除した同法第二条第一項第一号に規定する記述等若しくは同条第二項

に規定する個人識別符号 

 

【行政不服審査法】 

（提出資料の閲覧等） 

第七十八条 審査関係人は、審査会に対し、審査会に提出された主張書面若しくは資料の

閲覧（電磁的記録にあっては、記録された事項を審査会が定める方法により表示したも

のの閲覧）又は当該主張書面若しくは当該資料の写し若しくは当該電磁的記録に記録さ

れた事項を記載した書面の交付を求めることができる。この場合において、審査会は、

第三者の利益を害するおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があるときでなけ

れば、その閲覧又は交付を拒むことができない。 

２ 略 



３ 略 

４ 第一項の規定による交付を受ける審査請求人又は参加人は、政令で定めるところによ

り、実費の範囲内において政令で定める額の手数料を納めなければならない。 

５ 審査会は、経済的困難その他特別の理由があると認めるときは、政令で定めるところ

により、前項の手数料を減額し、又は免除することができる。 

第八十一条 地方公共団体に、執行機関の附属機関として、この法律の規定によりその権

限に属させられた事項を処理するための機関を置く。 

２ 略 

３ 前節第二款の規定は、前二項の機関について準用する。この場合において、第七十八

条第四項及び第五項中「政令」とあるのは、「条例」と読み替えるものとする。 

４ 略 

 

【福岡県行政不服審査法提出書類複写等手数料条例】 

(手数料の額) 

第三条 手数料を徴収する複写書面の種類及び区分並びに手数料の額は、別表に掲げると

おりとする。 

(手数料の減免) 

第四条 審理員又は福岡県行政不服審査会は、経済的困難その他特別の理由があると認め

るときは、手数料を減額し、又は免除することができる。 

別表(第三条関係) 

複写書面の種類 区分 金額（用紙一枚

につき） 

一 電磁的記録に

記録された事項

を記載した書面 

一 用紙に出力したもの（単色刷り） １０円 

二 用紙に出力したもの（多色刷り） ３０円 

二 その他の複写

書面 

一 複写機により複写したもの（単色刷り） １０円 

二 複写機により複写したもの（多色刷り） ３０円 

 

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView

